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A）「研究」の変遷から考える

B）ＰＴ調査の隠れた実力

C）取り組むべきこと

A）「研究」の変遷から考える

参考：都築・⽚⼭・⾕⼝：キーワードからみた都市計画研究の変遷、都市計
画論⽂集、No.52-3、pp.329-335、2017.

日本都市計画学アーカイブス活用

2016年1月発行
1951年度～2015年度の日本都市

計画学会から発行された文献す
べて収録

論文・学会誌論説 すべてを対象に検索

「パーソントリップ」
－検索結果(補正無し）－
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「パーソントリップ」
－検索結果(補正無し）－

細分キーワードの動向



B）ＰＴ調査の隠れた実力

「交通の流れ」を踏まえた・・・

・ＯＤ

・発生集中

・配分

・分担

＝ 即 交通需要予測？

＝ ＰＴは役に立たないのか？

基本的で大きな流れを追える

「シンプルなコンセプト」と
「素朴なデータ」 が世の中を変える
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人口密度倍

→ＣＯ２排出半分

極めてシンプル

357自治体（2017年7月31日現在）が
取り組む立地適正化計画

＞ＰＴ調査があったか
らこそ実現

＞しかし、もともとＰＴ
調査で意図したこと
ではない

時代の変わり目に求められるのはシンプルな情報

人間ドック → 都市ドック としてのＰＴ調査

商業地域（CL10を除く）

市街化調整区域

商業系混在，住宅系及び商業系混合

準工業地域，
工業・工業専用地域
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IPCCに提供へ

個々のコンパクト化政策の効果を地区ベースで評価可能

やる気さえあれば、地区の空間データにも紐づけ可能



ＰＴ調査が元々意図していなかった
新規課題に関する諸適用

１）立地適正化（コンパクトなまちづくり）（全国ＰＴ）

２）地域活性化のための滞留行動分析（京阪神PT)
３）ライフサイクルステージ・行動群提案（全国ＰＴ）

４）スマートシティの導入効果（全国ＰＴ）

５）自動運転・シェアリング（東京PT)
６）サイバー空間への交通行動転換（全国ＰＴ）

７）健康まちづくり（全国ＰＴ、各都市圏ＰＴ）

８）活動格差社会の解消（各都市圏ＰＴ）

余剰電力

0時 24時
電力消費量

1日の世帯での電力量推移

評価指標：1世帯当たり余剰電力活用可能量

余剰電力を活用できる地区の方が
スマートグリッドが適している

蓄電

放電

余った太陽光電力を
消費できるようになる

４）スマートシティの導入効果

1時間単位、1世帯一人ずつ把握
・電力需給状況
・自動車の利用状況

・余剰電力が発生する時間
・電気自動車へ蓄電可能な時間
その電力量

（以下、活用可能量）（以下、活用可能量）

⾕⼝守・落合淳太︓住宅街区特性から⾒たスマートグリッド
の導⼊特性、不動産学会誌、Vol25、No.3、2011.
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４）どんな住宅地街区の
スマート化適性が高いか

適
性
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図 各住宅街区の段階別活用可能量

STEP1-A
充電・買い物時間変更

STEP2-B
自宅での電力平準化

STEP3-C
街区内での電力融通

STEP3-D
街区内での
電力平準化

⾕⼝守・落合淳太︓住宅街区特性から⾒たスマートグリッド
の導⼊特性、不動産学会誌、Vol25、No.3、2011.

５）「自動運転」＋「シェア交通」の影響予測

自動走行レベル5
(SAEレベル)

利用者(分析対象)

車両の保有形態

地域(都県)単位で保有

※個人では非保有

車両のキャパシティ

adus
2組までRS（ライドシェア)可能

到着保障時間(※)

15分

adus

adus

adus

社会資本整備審議会資料9)より

(※)Shared‐adus非利用時の出発時間から
遅延する最長の時間

ＰＴは個人・トリップ属性があるから可能！



RS成立割合 必要車両数

車両当たり走行時間 駐車時空間(駐車車両が消費する空間)

✓車両の自動運転化 ⇒ RSが約2倍増
✓トリップ属性の考慮 ⇒ 〃 約3割減

✓Shared‐adus導入⇒ BAUの4割で運行可能
✓トリップ属性考慮による影響：比較的小さい

✓1台あたりの稼働時間：4倍増
⇔導入後走行時間の1/4は空走

✓現状の駐車時空間の7割を削減可能
⇒新たな土地利用への転換が期待

５）Shared-adus(SA:自動運転+シェア交通）の導入効果
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運⾏時間 空⾛時間
約4倍

６）サイバー空間への交通行動転換：
空間障壁克服のプロセス

徒歩時代

徒歩圏
自動車交通圏

自動車時代 IT時代

22

谷口守他：サイバーウォークにおける空間抵抗特性とそのタウンウォークとの代替性、
土木計画学研究・論文集、Vol.20、2003.

買い物好き 活動的

徒歩での
移動可能距離

自転車での
移動可能距離

交通が不便などの
理由から日常の
外出を控えている

買い物回数
（中心市街地）

買い物回数
（郊外SC）

テレビショッピング
やカタログショッピ
ングの購入経験

スーパーや生協
などの宅配サービ
スの購入経験

ネットショッピング
の購入経験

自由に使える
自動車がある

日常の買い物が
減少した（代替行動）

正の方向に影響
負の方向に影響
パス係数を1に固定
標準化係数

GFI=0.986
AGFI=0.976
RMSEA=0.047

0.05 0.06

1.29 0.13
0.12

0.26 0.11

0.55 0.68 -0.13

0.18 0.15

数値

６）ネットショッピングの潜在要因 元気な人の両空間活用

ネットショッピング利用：共分散構造分析

◎宅配サービス，ネットショッピング：代替
◎テレビショッピングなど：誘発

活動的な人⇒ネットショッピングを
利用し、自由に使える自動車もある

植⽥拓磨・⼭室寛明・⾕⼝守（2012）サイバース
ペースへの買物⾏動移⾏特性とその要因、⼟⽊学会論
⽂集D3、Vol.68、No.5 ＰＴ調査の隠れた実力の「源」

１）個人属性、トリップ属性の存在

２）附帯調査の余地

３）様々な空間データに紐づけ可能

４）サンプル数（元祖ビックデータ？）

５）蓄積

24

寡黙なデータ

あなたに解き放たれることを
待っている



分析対象街区
圏域特性 番号 土地利用規制 人口密度 駅距離

Ⅰ-a1 低層住宅専用地域90%～ ～100人/ha -

Ⅰ-a2 低層住宅専用地域60%～90% ～100人/ha 遠

Ⅰ-b1 中高層住宅専用地域90%～① - -

Ⅰ-b2 中高層住宅専用地域90%～② - -

Ⅰ-b3 中高層住宅専用地域90%～③ - -

Ⅰ-c 住居地域60%～ 150人/ha～ -

Ⅰ-e 市街化調整区域25%～50% - -

Ⅱ-a1 低層住宅専用地域90%～ ～100人/ha 遠

Ⅱ-a2 低層住宅専用地域90%～ 100人/ha～ -

Ⅱ-b 中高層住宅専用地域90%～ - 近

Ⅱ-c 住居地域60%～ 100人/ha～ -

Ⅱ-e 市街化調整区域25%～50% 50人/ha～ -

Ⅲ-a 低層住宅専用地域60%～90% 50人/ha～ -

Ⅲ-b1 中高層住宅専用地域60%～90% 50人/ha～100人/ha 遠

Ⅲ-b2 中高層住宅専用地域60%～90% ～50人/ha -

Ⅲ-c 住宅系混在 50人/ha～ -

Ⅲ-d 商業地域60%～ 100人/ha～ -

Ⅲ-e 市街化調整区域50%～75% ～50人/ha 遠

Ⅳ-a 低層住宅専用地域60%～90% 50人/ha～ -

Ⅳ-b 中高層住宅専用地域60%～90% ～50人/ha -

Ⅳ-c 住宅系混在 ～50人/ha 近

Ⅳ-d 商業地域60%～ 50人/ha～ -

Ⅳ-e 市街化調整区域75%～ - 遠

Ⅰ.大都市圏中心都市
（政令指定都市あるいは

人口100万人以上の都市）

Ⅱ.大都市圏衛星都市
（三大都市圏属する都市で

中心都市の条件を

満たさない都市）

Ⅲ.地方中心都市
（県庁所在地あるいは

人口15万人以上の都市）

Ⅳ.地方都市
（三大都市圏以外の都市で

中心都市の条件を

満たさない都市）

圏域特性

土地利用規制

人口密度

駅からの距離

ニーズ自体は明らかに多様化

たとえば、第６回東京PTのワーキング構成から

・広域交通ネットワーク (交通需要）

・対流拠点 （回遊行動）

・生活圏 (コンパクト+ネットワーク）

・交通行動モデル (理論、モデル)

C）取り組むべきこと

今までの何を手放し、何を新たに得るのか

裏の課題 「都市」自体の高齢化

• リバース・スプロール（スポンジ化）
• インフラの劣化
• 都市計画道路の改廃
• 関連制度自体の劣化
• 活動格差社会
• 量から質へ

◎オプションとして対応すべきこと
◎説明責任、可視化

都市圏パーソントリップ調査の全国での実施状況

（H29.3時点）

【都市圏PT調査実施の経年推移】

【同一都市圏における調査継続回数】

三大都市圏 ：東京都市圏、京阪神都市圏、中京都市圏
地方中枢都市圏 ：道央（札幌）都市圏、仙台都市圏、広島都市圏、

北九州都市圏
地方中核都市圏 ：都市圏人口概ね３０万人以上の都市圏
地方中心都市圏 ：都市圏人口概ね１０万人以上の都市圏
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・H28.3までに全国64都市圏延べ135回実施されて
いる。

･比較的規模が大きい都市圏では、継続的に調査が
実施されているが、規模が小さい都市圏では、調査
実施回数が少ない。

◎は新都市ＯＤ調査を示す
過去5回実施 ３都市圏
過去4回実施 ８都市圏
過去3回実施 ８都市圏
過去2回実施 １６都市圏
過去1回実施 ２９都市圏

～1979
（～S54）

1980～1989
（S55～H1）

1990～1999
(H2～H11)

2000～2009
(H12～H21）

2010～
(H22～）

実施回数 中心都市 県名

釧路 1987 1999 2010 3 釧路市 北海道

周南 1977 1 徳山市 山口県

室蘭 1999 1 室蘭市 北海道

むつ 1999 1 むつ市 青森県

花巻 1999 1 花巻市 岩手県

七尾 1999 1 七尾市 石川県

飛騨 1999 1 高山市 岐阜県

三原・本郷 1999 1 三原市 広島県

柳井・平生 1999 1 柳井市 山口県

伊賀 2003 1 伊賀市 三重県

帯広 2005 1 帯広市 北海道

苫小牧 2009 1 苫小牧市 北海道

北見網走 2013 1 網走市 北海道
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都市圏名～1979
（～S54）

1980～1989
（S55～H1）

1990～1999
(H2～H11)

2000～2009
(H12～H21）

2010～
(H22～）

実施回数 中心都市 県名

東京 1968・1978 1988 1998 2008 5 特別区部 東京都

京阪神 1970 1980 1990 2000 2010 5 大阪市 大阪府

中京 1971 1981 1991 2001 2011 5 名古屋市 愛知県

道央 1972 1983 1994 2006 4 札幌市 北海道

仙台 1972 1982 1992 2002 4 仙台市 宮城県

北部九州 1972 1983 1993 2005 4 福岡市 福岡県

広島 1967 1987 2 広島市 広島県

静岡中部 1971 1988 2001 2012 4 静岡市 静岡県

熊本 1973 1984 1997 2012 4 熊本市 熊本県

金沢 1974 1984 1995 2007 4 金沢市 石川県

高松 1974 1989 1999 2012 4 高松市 香川県

西遠 1975 1985 1995 2007 4 浜松市 静岡県

岡山県南 1971 1982 1994 3 岡山市 岡山県

富山・高岡 1974 1983 1999 3 富山市 富山県

長崎 1974 1985 1996 3 長崎市 長崎県

福井 1977 1989 2005 3 福井市 福井県

沖縄中南部 1977 1989 2006 3 那覇市 沖縄県

新潟 1978 1988 2002 3 新潟市 新潟県

高知 1980 1997 2007 3 高知市 高知県

鹿児島 1974 1990 2 鹿児島市 鹿児島県

宇都宮 1975 1992 2 宇都宮市 栃木県

前橋・高崎 1977 1993 2015 3 前橋市 群馬県

備後・笠岡 1979 1991 2 福山市 広島県

松山 1979 2007 2 松山市 愛媛県

宮崎 1981 2001 2 宮崎市 宮崎県

旭川 1982 2002 2 旭川市 北海道

徳島 1983 2000 2 徳島市 徳島県

大分 1983 2013 2 大分市 大分県

函館 1986 1999 2 函館市 北海道

郡山 1986 2006 2 郡山市 福島県

日立 1986 2001 2 日立市 茨城県

佐賀 1987 1999 2 佐賀市 佐賀県

長野 1989 2001 2 長野市 長野県

東駿河湾 1991 2004 2015 3 沼津市 静岡県

播磨 1978 1 姫路市 兵庫県

秋田 1979 1 秋田市 秋田県

盛岡 1984 1 盛岡市 岩手県

いわき 1989 1 いわき市 福島県

両毛 1989 1 太田市 群馬県

青森 1990 1 青森市 青森県

水戸・勝田 1990 1 水戸市 茨城県

東三河 1992 1 豊橋市 愛知県

小山・栃木 1999 1 小山市 栃木県

長岡 1999 1 長岡市 新潟県

宍道湖中海 1999 1 米子市 島根県

山口・防府 2003 1 山口市 山口県

岳南 2004 2015 2 富士市 静岡県

甲府 2005 1 甲府市 山梨県

中南勢 2005 1 津市 三重県

松本 2008 1 松本市 長野県

福島 2010 1 福島市 福島県
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都市圏パーソントリップ調査の全国での実施状況

継続できる？

人間ドック・都市ドック

老化するに従って・・・

増えるオプション検査

骨密度 ＳＡＳ（睡眠時無呼吸） 内蔵脂肪検査 頭部ＭＲＩ（脳ドック）

前立腺がん検査 視野検査 マンモグラフィ

別料金で追加実施

35歳以上？で受診

資料出所：ＮＰＯ法人、日本人間ドック検診協会
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過去のPT 現状？ 本来の姿？ 変革？

オプション予算は他から取らないと・・・

基本データ オプション１ オプション２

予算額

ＰＴ調査の位置づけ自体を再考し、



ご清聴

ありがとう

ございました


